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1．はじめに 

 2016 年 4 月に熊本県で発生した地震により，益城

町やその周辺の地域で甚大な被害が生じた。特に，

熊本県中央を横断する布田川・日奈久断層帯周辺に

て，家屋の倒壊や地すべり等の被害が多数発生した。

南阿蘇村周辺の山地部では，多数の斜面崩壊が確認

されている1)。断層から距離が近いほど斜面崩壊や家

屋倒壊が多く報告されているが，活断層から離れた

地域では比較的被害が少ない(図 1)。 

 以上より，本研究では，地形・地質条件や活断層

からの距離を考慮した有限要素法による地震応答解

析を行い，活断層からの距離を考慮した場合と考慮

しない場合の解析結果を比較する。また，活断層沿

いに被害が集中した地域の斜面群の崩壊発生場の予

測を行う。 

2．解析条件 

 本研究の対象範囲は本震の震央から約30km離れた

阿蘇村周辺の山地部の 2.2km×2.8km の範囲とする(図

2)。本研究の対象範囲付近では，阿蘇山の噴火によ

る火山灰質土が広く堆積している。解析に用いる物

性値は，有限要素分割の簡略化を図るため，斜面崩

壊が集中した範囲の地質である中期更新世の火山岩

類の 1 種類のみとした。くわえて，20 万分の 1 シー

ムレス地質図(図 3)と各参考文献 2)をもとに決定した

(表 1)。有限要素分割を行うにあたり，50mDEMを元

に作成し，海抜標高100mを底面とした。また，最下

部の地層層厚については，底面である標高100mまで

の分割で一定の厚さではない。地盤の構成則には  

UWモデルを使用した 3)。 

 また、断層からの距離を考慮した場合の入力地震

波は，防災科学技術研究所の強震観測網KiK-netの益

城観測所(図1)にて観測された地震波形(図4)を用い，

距離減衰を考慮した。距離減衰式には，司・翠川

(1999)の式(式 1)を使用した 4)。 

lo g PGA = 0.50Mw+ 0.0043D + 0.61  

 – log(X + 0.0055 × 100.50Mw)– 0.003X … (式1) 

上式の各変数は，観測された熊本地震本震のモー

メントマグニチュード(Mw)，震源深さ(D km)，活断

層からの最短距離(X km)である。以上に基づき，活

断層からの距離に応じて解析範囲各地点での地震波

の最大加速度を決定する。決定した地震波を入力地

震波とし，解析モデル底面に入力した。また，活断

層からの距離を考慮しない場合の入力地震波は，益

城観測所で観測された基岩での地震波とする。 

図 3．解析範囲における地質図 

表 1．入力物性値と地層構造 

 

図 1．断層位置と斜面崩壊箇所 1) 図 2．解析対象地付近の斜面崩壊分布図 1) 
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3．解析結果・考察 

 図 5 に活断層からの距離を考慮した場合の地表面

の残留変位(以降，残留変位)分布図，図 6に活断層か

らの距離を考慮しない場合の残留変位分布図を示す。 

 図 5 と図 6 を比較すると，どちらの場合において

も残留変位が大きい箇所の分布は変化が見られなか

った。しかし，活断層からの距離が遠くなるほど，

残留変位が小さくなることが確認できた。 

 また，図 7 の残留変位と崩壊斜面を比較した図で

は，斜面崩壊の源頭部やその付近において残留変位

が大きいことが確認できた。特に，残留変位が大き

い図 7 の下部において，変位が大きい箇所と斜面崩

壊の源頭部が一致している。しかし，解析範囲内に

おいて最も大きな崩壊が発生した斜面の源頭部付近

において大きな変位が確認できなかったため，今後

は，地形がより高精度に表現できる 25mDEMを用い

て詳細に検討を行う必要がある。 

4．まとめ 

 大規模な斜面崩壊を含む南阿蘇村周辺の山地部付

近の範囲について活断層からの距離を考慮した地震

応答解析を行った。解析結果の活断層からの距離を

考慮した場合の残留変位分布図および考慮しない場

合の残留変位分布図を比較すると，活断層から遠く

なるほど，残留変位が小さくなることが確認できた。

また，残留変位が大きい箇所と斜面崩壊の源頭部が

おおむね一致しているため，一定の妥当性があると

考える。 

 今後は，距離減衰式による違いを確認するため，

異なる距離減衰式を用いた場合の解析結果と比較す

る。また，活断層からより離れた範囲に関しても検

討を行う必要があるため，本稿の段階よりも広い範

囲の解析を実施する。 
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図 4．KiK-net益城観測所にて観測された地震波形 

図 6．活断層からの距離を考慮しない場合の地表面の残留変位

分布図 

図 7．断層からの距離を考慮した場合の地表面の残留変位
分布図と崩壊斜面の分布(赤)1)との比較(黒枠：解析範囲) 

図 5．活断層からの距離を考慮した場合の地表面の残留変位

分布図 
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